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現代における農家経済構造と負債問題(上)

大塚 茂

目次

I 現代におけ吾農家負債問題り構図

百 1960年代以降の農家長債形成の特質と負債の性格変

化(以上本号〕

E 規模拡大農家における過重負債と償還問題

w 延滞田増大と負債整理

I 現代における農家負債問題の構図

わが国の戦後農政史上，農業金融ないし農家金融の問題は，政策的介入を要

する重要領域としてしばしば検討の姐上に載せられてきた。しかしそれは近年

に至るまで，基本的には政策金融および農協信用事業の側における資金投入や

貸出業務上の不備・欠陥等の問題化にとどまり II 負 債 「 問 題 」 す な わ ち 農 家

の側における負債の過剰累積，固定化，償還の困難化といった問題局面を迎え

ることはなかったと言ってよ LJ30 

農家負債問題は 1972~73年の穀物危機，第 1 次石油危機を契機に畜産農家の

負債問題として顕在化し，その後多少の曲折は経ながらも全体として矛盾を拡

1) それはその時々の政策課題，財政事情，車協系統の資金事情，農家の側の資金需要等の変化に

対応Lて，農業部門における資金不足問題，農協系統金融と政策金融との分野調整問題， I自立

経営J育成金融の整備問題等として表町七した。
の もちろんまったく問題とならなかったわけではない。 1950年代の「農家経済調査J目借入金使

途別構成く残高)を見ると， I負債憤還」のための借入金の比率が195C年3.7%，55年9.4%， 60 
年12.8，%'と急上昇して"るしJ 1955年尭足の自f'F島維持創設資金も「負慣整理」を重要な一機能

としていた (1955-60年の総貸付額の51J百が負債整理目酌〉。しかし当時の負債規模は今日段階と

比較すればはるかに小さし累積性もあまり持たなかったと見てよい。何よりも当時にあっては

負債形成前の農地売却による資金調達が主流で， ζの固からも農家経済の窮迫が負債問題という

形をとることは回避されていた。また1960年代中頃に一部で制度資金の償還危機が問題とされた

が，との点については[注26J毒照σ
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大してきた。 1980年代に入つての危機的局面もやはり畜産農家を中心としてい

るが，そこでは支払不可能となった利子n'，さらには経営費と家計費の欠損補

填のための新規借入金が，既に巨額に達レていた負債残高をますます膨張させ

るというように，この聞の投資規模の大型化を反映して問題ははるかに尖鋭な

形をとって現われている。

しかし， 日本経済が長期不況局面に入った1970年代中葉以降の推移で見落と

してならないのは，負債問題が畜産部門にとどまらず，いっそう広い範囲を捉

えつつあ石点である。第 1に，畜産部門以外におし、ても I自立経営」を志向

する大型農家の負債規模は設備投資水準の上昇に伴って巨額化してきており，

価格シ A レの拡大，連年凶作等により償還困難に追い込まれるケースが広が

わつつある。また「負債問題」を負債の過度の高額化，農家経済の圧迫要因化

という広義に解するなら，それはかなりの数の農家を巻き込みつつあると言え

る。第2は，従来比較的安定的な分野と見られていた住宅等生活改善型の消費

的負債にまで危険な徴候が現われている点で，住宅戸ー γ の延滞率の上昇など

非農家勤労者世帯とも共通する問題に直面しつつあるヘ

本稿の課題は， 1960年代以降の負債形成過程の特質および負債の経済的性格

の変質過程を農家階層別・類型別，農業地帯別に分析し， もってかかる局面に

立ち至った農家負債問題の歴史的・構造的性格を明らかにすることにある。

農家負債の性格を問題とする以上，分析の力点が農家経済構造と累積負債の

関係に置かれていることはもちろんであるが 3 農業金融政策や農協信用事業に

もしばしば言及することになる。それは，政策金融と農協金融が農家負債形成

においてきわめて能動的な役割を演じ亡いるからにほかならず，従ってまた言

及もこの側面に限定されている。

対象とする時期を1960年代以降に限定したのは，①ζの時期に農家負債の経

3) むろん負債の重圧下にある農家は総農家数450万戸7J'ら見れば僅かな数である。しかし，①大
型農家の負債問題は日本農業の危機の縮図にほかなbず， きわめて重要な問題を提起している
1..-，①消費的負置の問題も非農家勤労者世帯に比較すれば軽徴であるとbまいえ，今後ますます重
大化する危険性があるという意味で重視する必要があろ号。



46 (46) 第135巻第1' 2号

済的性格規定に関する従来の枠組みが適用できない新たな事態が急速な進展を

見せたこと，①負債形成過程における政策金融と農協金融の主導ー性が確立され，

これがこの期全体を特徴づけている ζ と，@従って現在の負債問題の性格を検

討するに際してはこの期聞を対象とすればほぼ足りること，以上3点が主な理

由である。

ここでいう従来の枠組みとは，農家階層区分に基づき，よ層農家の生産手段

投資にかかわる生産的負債と下層農家の生活困窮・家計費補充型の消費的負債

とに大別し，前者を農家経済の上向発展の要素，後者を破壊的要素とする性格

規定であるが，わが国においてこの河極がようやく明瞭な形で確認されるよう

になったのは1950年代も後半に至ってからだと言ってよい。戦前期，農家負債

が異常膨張した昭和恐慌期について見るなら，その大半を下層農家の家計費補

充型負債が占め，また直接には生産手段購入に起因する負債も主流は肥料代等

の流動資金の欠乏を補うもので，家計とi軍然一体化しており，固定資本投資に

より上向発展する型の負債は皆無に等しかったヘ地主制の制約およびそれと

相主に規定しあう農業生産力水準の低位性によって特徴づけられる戦前にあっ

ては，恐慌期以外の時期においても基本的にこの大枠を踏み越えることはなか

ったと言える。

戦後，家計費補充型という点に関する限り下層農家の負債の性格には基本的

な変化はなく，そのまま受け継がれた。しかし戦前型の高利貸的資金供給ノレー

トが大幅に縮小する一方，資金が逼迫していた農協金融や政策金融の側からは

厳しし、信用制限が働いたため負債形成は進まず，量的にはきわめ ζ低水準にと

どまったのが大きな変化であった。低米価・重税政策により農家経済が破綻の

危機に瀕した1950年前後の時期においても，負債残高の対年間所得比はわずか

数パーセン Iにすぎなかった。これに対し， 1940午代末から50年代前半期の流

4) 昭和恐慌期の農家負債の実態については，河田嗣郎，硲正夫『農家負債と其整理.!l1940年，猪
俣津南推 r窮乏の農村Jl1934年，等参照。 1ちなみに，当時白いくつかの負置調査によれば農家 1

戸当り平均負債額は 900門前後と推定され.これを最悪の年1931年の「農家経済調査」における
1戸当り農家所与552門と対比すれば実に1.6倍の規模にあたる。
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動資金不足時代を農業手形貸付等の制度融資によって乗り切った上層農家は，

50年代後半期になると徐々に農業設備投資を増大させ，それに伴って形成され

る負債もようやく木来の生産的負債の性格を強めてきため。 上層農家の負債規

模は絶対額で見ても対年間所得比で見ても下層農家のそれを大きく凌駕してい

たが，農家所得水準が相対的に高位にあったことから，この負債は一応経済的

優位性の指標とみなすことができた。

こうした枠組みは，まず高度経済成長過程において消費的負債の性格が生活

窮乏化指標から農家経済力上昇・生活改善指標に転化することにより，次いで

長期不況過程において生産的負債が経済的優位位指標から経済的荏桔指標に転

化することによって根本的変化を遂げた。この性格変化の過程を消費的負債.

生産的負債の)慣に概観したのが第 2節である。第 3節は負債問題が特別に尖鋭

化している畜産農家を中心とする大型農家を取り扱ったもので，第2節後段の

より具体的な検討部分にあたる。第4節では負債問題の実態と性格を別のー側

面，すなわち延滞の発生と負債整理資金融通の側面から見ることによって前節

までの検討を補完し，全体の結びとした的。

Il 1960年代以降の麗家負債形成の特質と負債の性格変化

(1) 農家経済構造の変容と消費的負債の性格変化

大量の農家の兼業農家への移行と収入源の多様化に伴う農家所得の向上，一

的 1950年代後斗の豊輩負置の階居別性格を分析したものとしては例えば，井野隆一「農業金融田
現状と問題点Jr東京経大学会誌』第22号. 1959年1月。そこでは，従来の「農家金融=消費金
融・高利貸的金融」という規定だけでは現実の事態は適確にはとらえられないとの見地から，陪
層別の負債の性格分析が試みられている。

6) なお，負債という取り扱う封皐の性格上，資料がきわめて限られているこ之，利用しうる資料
についても調査・集計方法や結果数値の精度等の点で多くの限界を持っていることを干め断わっ
ておく。本稿では「農家経済調企」を基礎的な資料とし ζ用いたが， これについては， <I標本
農家数が限られているため，農家階層別・地帯別等に細分化した場合に現実主の括離がかなり大
き〈なる危険性があること，①とりわけ負債関係の項目については出現平が低いため危属性がい
っそう増すこと，①調査対象農事が記帳可能な農家に限定されているため，一般に経済収支の比
較的良好な農家ないし資金管理能力の高い農家に偏りがちであることなど多くの限界を持ってい
る。本稿におL、て取り上げた詰数値は，あ〈までも相王関係，傾向等の概略を示すにとどまる o
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部の専業を志向する農家に強要される農業投資の大型化，ー一一日本経済の急変

貌下における農家経済構造の変動は，旧来の負債発生原因を漸次解消するとと

もに他方で新たな原因を生み出し，農家負債のあり様を質的にも量的にも大き

く変化させた。

農家負債残高川立絶対額でも対年間農家所得比(負債率)"でも，一貫して増

大傾向を持続し ζきた。 i農家経済調査」によると，全農家 1戸当り平均の負

債残高および負漬率は196口年が7.6万円 18%，70年が44万円， 32%，82年が194

万円， 39%となっている。負債規模の拡大は農家階層別，農業地帯別に著しい

不均衡を伴いながら進行L.これが負債の性格を規定する上で大きな意味を持

ってくるのであるが，その点、は次項に譲り，ここではまず消費的負債の質的変

化から見ていくことにするo

1960年代以降の特徴の一つは，消費的負債が生産的負債を上回る速度で増大

した点に求められる。だがその中心をなしたのは住宅等の生活改善型の負債で，

かつての家計費補充型負債は大幅に地位を低下させた。家計費補充型負債は零

細規模農家に特徴的な負債であったが，これら農家の農外所得の増大は家計費

充足率(可処分所得/家計費〕を引き上げ，この種の負債発生基盤そのものを

縮小していった。いま「農家経済調査」で都府県 0.5ha未満層の家計費充足率

を見ると， 1960年107%，65年116%，70年120%，75年135，9正，初年126%と推移

してきている(1975年以降はこの層に限らず全般的に低下傾向に転Fるが，こ

れについ℃は第4節 E触れる)。

また家戸|費補充型負債の比重低下は，借入金の借入先別構成の変化からも推

測することができる。やはり「農家経済調査」で都府県 0.5ha未満層について

見ると，家計費補充型負債の典型と目されてきた「個人からの借入」が1960年

にはなお借入金総額の23%を占めていたが， 70年には11%，80年には 4%と著

7) 以下， i農家経済調査1の負債残高を用いる場合はすべて年度末残高で，借入金と買掛未払金
の合計植。

8) 本稿では農家経済に対する負債の重圧度を見る一つ申便宜的指標として負債残高の対年間農家
所持比さと用L、， ζれを「負債琢」と呼ぶことにした。
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しく低下L 代わって60年代には農協からの借入が比重を増L (60年ニ33，9ぜ→

70年二42%)，70年代においては銀行からの借入が急増した (70年=4%→初

年 =31%)。農協の場合，弱まりつつあるとはいえ，協同組合金融の特質とし

て家計費補填的貸付をなお重要な機能として維持しており， 60年代における農

協依存度の増大をそのまま家計費補充型負債の縮小と見ることはできない。し

かし，従来かなり厳しい信用制限を受けていたこの農家居への資金流入量の増

大は，回収の安全性が増したことの反映であり，そのことはまた借入金そのも

のの質的変化をも伴っていたと見ることができる o つまり，一つには同じ〈家

計費補充と言っても外部支払のための現金借入という形態から，農協購買利用

により生じた買掛未払令が矩期借入金として処理言れた形態に比重を移じてい

ったこと，二つには住宅等生活改善型の借入金が比重を高めていったことが，

その背景をなしていたと思われる。これに対し70年代に急増した銀行借入の場

合にはその大部分を住宅資金が占めていることは確実で，負債の性格変化の過

程を如実に反映していると言える。

住宅等生活改善型負債の増大は農家階層を越えた一般的傾向で， 6日年代以降

の農家負債の性格変化を特徴づける最大の要素となっている。第1表は農協貸

付金の用途別残高構成の推移を示したものであるが" 住宅資金を中心とする

長期生活資金の著しい比率上昇と農業資金のかなり大幅な比率低下を見てとる

ことができる。もちろん本表は表注に記したように実施主体・対象範囲・調査

時点、等を具にする 3種白調査結果を組み合わせたもので，全体の連続性を欠い

ており，従ってよこから20年同士通じての構成比の変動幅を確定することはで

きなし、。しかし 1968~72年調査の期間に限って見ても，長期生活資金の比率上

昇と農業資金の比率低下はいずれも大幅であり，同様に1972年以降調査の期間

について見た場合ι長期生活資金の比率は大幅に上昇しており〈農業資金の

比率低下は70年代中頃で止まるためやや小幅)，この聞に農家負債構成が著し

9) なお審考までに農協貸出残高D年伸び率を示しておけば， 1960年代がほぼ20%台， 70年代前半
が10克台 (73年は例外的に40%台)， 70年代後半以降が10%以下となっている。農林中金調査部
『農林金融統計』各年版。
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長協貸付金の用途別残高構成第 1表

蜘年9月末| 貯

1臼96回8年 9月末 5碕6.9

部
』
ωω
師

時

H

N

4

18.3 

1町=........... ... ~6:~..I .. .'8:3.J'6:~.L.......8:~...L2~OL 2.8 l'00:0J8~:'...L~99 
1972年度末ー |一 括 5 1 斗11 1911 8a| 260| E6| 1mol -.1 

81.7 100.。2.7 22.5 9.7 11.7 14.0 51.1 1970 

29.4 70.6 100.0 2.3 30.2 6.9 23.4 27.7 32.9 1974 

27.3 72.7 100.0 2.3 26.9 6.6 25.1 28.9 35.3 1976 

27.3 

竺| 竺吐~I 竺o I 4三L~'~O.OJ 三竺上 28.土
本表は調布主体，調査時点，調査対象良協等を異にする三つの調査結果を組み合わせたもので.厳慣な連続性は右しない。

原集計には「公共団体」貸付および『その抽」貸付の分担項目があ〉たがj ここではそれらを除いた部分を100克とする構成比

に組み替えて表示した。

3) 従っ℃番考棚の組合員資惜別にヮい ζも， ，1'抄十」を除いた梢)車比を掲りた。

資料農林中企「農協貸刊金実態調喧J(1961司L農村金融研究会「全国農山漁村金融事情調査J(1968-72年)， :ll-'l;林中企「農協信用

事業動向調査J(19叩 81ヰ)。

72.7 100，0 3.3 22.0 6.8 27.4 32.6 35.4 

33.5 

1978 

注1)
2) 

1981 
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〈変化したことは明瞭である山。

もっとも，住宅資金のうちには生活改善型とは性格を異にする事業用住宅建

設資金が含まれている点に留意する必要がある。 1970年代初頭の調査によれば，

住宅資金に占める事業用の割合は 3割弱となっている lリ。また長期生活資金の

うちの住宅資金以外の部分に関し亡も，その大半は自動車・家電購入資金等の

生活改善型と見て間違いないとはいえ，家計費・経営費補填型というまったく

正反対の性格りもりをも一部含んでいる点を考鹿しなければならない。このよ

うに，木表の数値については種々の限定を必要とするものの，総じて農家の負

債構成は生産的負債(農業資金〕から件宅資金を中心とする生活改善型の消費

的負債へと大きくウェイトを移してきたと言える。以下，生活改善型負債の増

大の背景およびその性格に関して，住宅資金を中心に若干の検討を加えておき

たい。

農協の住宅資金貸出は，都銀・地銀等の他金融機関に先がけて既に1960牛代

中頃より積極化 L12)，年々高い伸び率を示してきた。 1963年度末残高は 266億

円と推計されているが山，その後75年に停滞局面に転換するまで10年間にわた

ってほぼ40%を超える年伸び率を持続し， 74年度末残高では l兆228億円， 63年

IU) ただし本表は准組合員向け賞付をも含んでおり，農家の負債構成を問題とするここでは， その

影響を割わ引かなければならない。准組合員費付の内部構成は，農林中金「昭和46年度農協信用

事業動向調査」並びに畳林省「農協系枕金融事情調査J (52年度観担]農協特別調査結果〉かb，

1970年代前半に関する限りほぼ農外事業資金5割，住宅資金3割で推移したと推定される。従っ

てその影響は農業資金比率の引き下げにもっとも大雪〈現われ，次いで農外事業資金比率の引き

上げに現われる。住宅資金比率のヲlき上げ作用はさほど大きくなし、。なお1972年に関するこつの

調査結果の数値のずれは，主に調査対皐の遣い(後者は大型農協にやや偏情1..-，准組合員貸付割

合が高しつに起岡しているg

11) r昭和47年度第l回農協信用事業動向調査」によれば，住宅貸付金のうち事業用住宅資金の占

める比率は1970年度末残高で24.9，9百， 71年-28.1%. 72年27.9%となっているく寺酉突進「農協の

住宅資金貸付状況」農林中金調査部『農林金融11973年1Y1号〉。 この前慢の年次推移はフォロ

しえないが，おそら(60年代末にかなり比率を高め，その後は横ばいないし低下傾向に転じた

ものと思われる。

12) 他金融機関田住宅資金貸出残高が農協のそれを追い越すのはl 都銀，地銀，信金が1972年，柑

銀が1975年である。日本銀行『経済統計月報』並びに昔日稔「住宅金融の動向JW農林金融119 
76年7月号。

13) 全国信連協会調ベ。農林中金調査部『農林金融の望情J11966年肢。
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度末のおよそ38倍の規模に達した凶。

こうした動きは，農家の住宅改善要求の高まりとそれに伴う資金需要の増大

を基礎としていたことはもちろんであるが，同時に農協資金事情や金融市場の

変化に左右され，また農家の返済能力の向上と農地の担保力の増大による回収

の安全性の確保によって支えられてきたこと，すなわち貸付者側の「金融の論

理」が強力に作用していた点に着目しなければならない。農協の貸付対応に関

し℃は，例えば1965年が「貸出仲長の努力に明け暮れた l年J15)とされ，住宅・

自動車|句け資金貸付積極化の一つの画期をなしたこと， 1970年代初頭が「住宅

戸ーンj，rクローバーロ -Yj といった全国統一戸ー γ附の創設期となったこ

となどから明らかなように，金融市場の緩和が新規融資分野の闇拓に走らせる

重要な契機となってい ξ。

また農地担保金融については，その量的拡大とともに担保の実質性が強化さ

れてきた点を見ておく必要がある。農地が大多数の農家にとって生存権の基礎

をなしていた頃には，農協は延滞債権を抵当農地の処分によって回収すること

に大きな制約を受けており"にその意味で担保は弁済への精神的圧力，つまり

「道徳的担保」の色彩が濃かった。しかし兼業化による農外所得依存度の上昇

がこうした障害を徐々に緩和するとともに，土地開発の進展が所有権移転・転

用の増大，農地価格の高騰など「農地の商品化」を著しく促進し， これによっ

て農地の担保力は飛躍的に高まった'"'。

14) ただし1971年と72年はそれぞれ30;百台.10克台の伸び率にとどまった。なお1975年以時の伸び
率は10%台，さらに 1桁台へと低下Lてきている。

15) W農林金融の実情II1966年版， 114へージ。
16) r住宅ロ γ」が1971年， rクロ一円 円ーシj (使途を指定しない資金〉が1972年。このほ

か， 1978年からは「教育宇 ン」が実施されているo

17) 近陸出男『日本農業の経済分析Jl1959年。

18) 高橋七主三「農協の農地担保金融J(農林漁業金融公庫『長期金融』第E巷第2号， .1966年9

月〕は1964年の実態調査結果を踏まえ，既に「道徳的担梓」から「実質的担保」への変化乞指摘し
ているが，こうした変化はむしろこれ以降急d車に強まっていったと思われるo r昭和50年度第2

回農協信用事業動向調査」は農地価格の下落した農協の債権保全策を調べているが，既往債権に
ついては 103農協のうち41の農協が担保見直しを行い，ラも15農協が担慌追かulil求を実行してい
る。また新規費出については70の農協が担保掛目の引き下げ等の見直しを実施している。かなり
敏感な反応と言ヮてよかろう。中島明郁「環境曲変と農協D債権保全策H 農林金融J]1976年6ノ
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このように，農協のいわゆる「住宅等生活改善」型資金の貸付仲長は農協の

金融事情によるところ大であったとはいえ，農家の切実な資金需要に応えるも

のであった L，またその拡大過程にしても，いったん開発された融資分野は金

融市場の逼迫期においても人為的縮小策をとられることなし協同組合的平等

原則に基づいて広範な農家に貸し出されていったことを特徴としている。そこ

で，次に「生活改善型」と称される負債の評価が問題となる。

住宅の新築・増改築に伴う負債にしろ， 自動車・家電購入に伴う負債にしろ，

日常消費財の欠乏(家計費欠損〉によって生じる負債とは明らかに性格が異な

る。かつての家計費補充型負債は消費の「不足」に促迫されて生じた点に最大

の特徴があったが，固定資産・耐久消繋財購入型負債はたとえそれがし、かに社

会的強要に基つ〈ものであったとしても，消費の「拡大」過程から生じたもの

であり，負債圧力が日常的消費を圧迫しない限りでは生活過程の「改善」指標

とみなすことができた。住宅負債について見るなI?， 60年代以降，それは劣悪

な農家住宅事情を改善する上で大きな役割を果たしてきた。 1966年の「農業調

査」は当時の農家住宅事情を伝えているが，それによれば明治期建設のものが

35~百を占め，腐朽破損の度合いも大きく I小修理を要するJ 32.0%， I大修

理を要するJ17.6%， I危険・修理不能J1.5%という状態にあった。また便所，

台所，風呂場などが不衛生な状態に置かれ改修の必要に迫られていたことなど

から見て，少なくとも住宅負債に関する限り進歩的な側面を主要な側面として

いたと言ってきしっかえない。

家計への圧迫という点に関しでも， 1970年代中頃士山立比較的軽微であった

と判断することが Eきる。第 1の理由は何と言っても今日段階から見るなら，

負債の規模がはるかに小きかった点である。例えば1965年の農協住宅資金の 1

件当り貸付金額は26万円程度であり"九これを同年の「農家経済調査」の全農

家 1戸当り平均農家所得76万円と比較すれば，わずか 4カ月分の所得にすぎな

¥4月号。
19) 全国信連協会調べ r農林金融の実情.!l1966年版。
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かった。 1971年の調査では 1件当り 184万円で附，平均農家所得154万円をやや

超えた程度であり，農家経済余剰(可処分所得一家計費)23万円から見てほぼ

10年以内に完済しうる額であった。比較的小規模な改修・増築を積み上げてい

くとし、う農家の住宅建築方式の特性のほか，当時にあっては資材の自給度が相

対的に高かったこと，また購入資材価格も相対的に廉価であったこと等がその

条件となっていた。第zに，高度経済成長下においては農外所得，農業所得と

もにかなりのアンポで上昇し，それに伴う農家経済余剰の順調な伸びが償還を

容易にした。また， イγ フレ -vョ γによる債務者利得の取得という面も有利

な条件として見逃せない。

こう Lた条件も 1973年の狂乱物何と74年以降の長期不況局面への移行によっ

て一変したn 資材費の高騰，所得の伸び悩みという状況の下で，農家の住宅関

連負債もその他の負債と同様に悪性化の方向をたどることになるが，その点、に

ついては第4節で改めて触れることとし，次に負債累積の農家階層別・農業地

帯別特徴と生産的負債の性格変化の検討に進みたい2D。

(2) 負債累積の農家階層別・農業地帯別特徴と生産的負債の性格変化

前項で見たように，農協貸付金中の農業資金の比重は60年代から70年代前半

にかけてかなり低下した。また農協と並ぶ重要な農業資金供給ノレートとして農

林漁業金融公庫を中心とする財政ルートがあるが，この財政資金の農家借入金

総額に占める比率も 1967年をピ クに漸減傾向に転じた'"。もちろん乙うした

変化ω主たる原因は消費的負債の急速な膨張にあり，農業投資にかかわる生産

的負債も絶対額で見るなら増加基調にあったことは言うまでもなL、。生産的負

20) r昭和47年度第1回農協信用事業動向調査」。なお184万円は自己居住用 t建物のみのケース。
21) 農家の生産的負置としてJま農業資金のほかに農外事業資金があるが。本稿では紙幅の都合で考

察対車から除外した。また本節における農家階層別分析は経営耕地規模21]に限られる。畜産農家
に関しては別の区分指標が必要だが，これについては次節で取り扱うことになる。

22) r農家経済調査」によると，農家借入金総額に占める財政資金田比率は1960年17.3%. ピーク
の57年が22.6%。以後ゆるやかに低下し75年には15.6%となったが， これを境に再び融増しつつ
ある。
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債が相対的に比率を低下させてきたのは，その累積がますます少数の「自立経

営」志向農家ないしは大規模農家に限定され，しかもこれら農家がまた小規模

農家・兼業農家と同等の，あるいはそれ以上の消費的負債をも抱えてきたかb

にほかならない。そしてこれは r自立経蛍」志向・大規模農家の仰lから見れ

ば，異常なまでの高額負債を形成する過程であった。ここではまず60年代以降

における生産的負債形成過程の特質にど〈簡単に触れたうえで，農家階層別・

農業地帯別の負債累積格差の実態とその意味を検討することにしたい。

先に見た消費的負債の形成が少なからず「金融の論理」に規定されていたと

すれば，生産的負債の形成はまさし< r政策の論理」によって主導され促進さ

れてきたと言ってよい2へいわゆる「自立経営」育成策は一方の柱を候補農家

への農地の集積に置いてきたが，北海道を除けば政策意図通りの進展が見られ

ない状況の下で，より直接的で即効性ある手段としての金融政策に対する依存

度を強めざるをえなかった。従って農業基本法制定後の制度金融の整備過程は，

①個別農家内け資金の拡充l ② l件当り貸付限度額の引き上げ，③融資条件と

してり最低経営規模の設定とその引き上げ等を2吉本的特徴としている。また，

政策目的たる大型農家育成が最優先されたことは，融資規模が巨額化ずるに伴

い候補農家の中で担保物。不足するケースが増加するに及び，農林漁業金融公

庫の担保評価基準が緩和D方向で数次の改訂を経た点に端的に示されてし 1る，.，。

農基法以後の制度金融の展開過程は大きくは次の三つり時期一一1961~67年

の第1期， 1968年~70年代前半の第 2 期， 7日年代後半以降の第 3期 に区分

することができる。第1期iま農基法農政の基軸に据えられた「自立経常育成J，

「選択的拡大」の実現に向けて制度資金の拡充・再編が実施された時期で，

1961年における自作農維持創設資金の融資目的・融資基準の変更，農業近代化

23) もちろん農協の「事業体」としての性格が強〈作用したことは言うまでもないが，これも政策
との関連技きには考えられない。

24) 佐伯尚美氏はこれを「担保制度の形骸化」と評している。佐伯尚美「農林公庫金融の展開と変
質」佐伯編著『農業金融の構造と変貌~ 19叫年. 212ベージ。 しかしこり点については撞に触れ
るように，農協の立替償還システムとの関連を見落とすと評価を誤ることになる。
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資金制度の発足， 1963年の農業構造改善事業推進資金，畜産経営拡大資金，果

樹園経蛍改善資金の新設，農地等取得資金の自作農維持創設資金からの分離な

どが主な内容である。 しかし， 農業近代化資金の場合にあってはそもそも農

協の貸出伸長策の一環として発足した経緯もあり，兼業農家D農機具購入資金

的色彩が濃かったし，その他の農林漁業金融公庫各種資金についても次の第2

期と比較する時， 総じて貸付限度額が小さ<， また融資基準も厳格さを欠い

たため，政策目的と実際の資令の流tuこの聞にはなお少なからぬ事離が存在し

たと言ってよ L、2;'。 もちろんこのことは， 制度資金が「選択的拡大」部門に

おける「自立経営」志向農家の規模拡大投資を支えたことを否定するものでは

なく，ー部には急激な規模拡大のため償還問題を引き起こすケースさえ見られ

犬二2>)。

第 2期は，農地集積への公的介入手段として構想された農地管理事業団法案

が 2度にわたって廃案となったことを受けて， I自立経営」育成金融の整備が

格段の進展を見た時期であるが，なかでも 1968年の総合資金制度の創設は画期

的措置であった。総合資金制度の中軸をなす総合施設資金は， 貸付限度額呂00

万円という従米の諸資金とは隔絶した大きさで出発し，しかも数年おきに大幅

な引き上げ改訂が加えられた。また既存資金に関しても，重要機能が期待され

た農業近代化資金と農地等取得資金に同様の引き上げ措置がとられた。さらに

この期の特徴として，特例ないし特認融資制度自方式が拡大され，大型設備投

資促進の役割を担ったことをあげておかなければならなし、。こうして，農業で

牛き残るかどうかの選択の淵に立たされていた専業的最家は? この潤沢な資金

投入に支えられて規模拡大投資を推し進めていくことになるが，この過稗l主正

25) 斎藤仁，佐伯尚美「農業近代化資金J~日本の農業』第43集， 1966年，農林漁業金融公庫『農
地取得資金借入農家の実態調査.!l1967年，斎藤仁『農業生融の構造.ll1971年，等事照。

26) 農林令巨曜の実情.111!=l出年版は，島根県の調査事例〈島根県農業信用基金協会『農業涯営の規
模拡大と農業金融の問題点j)等に基づき，制度資金の償還問題を強調L-，農協の負債整理資金
が「今桂も急速に増大していくことはほぼ確実」と見通しを述べている。 しかし1964年に10.9%

だった農協普通長期資金新規貸付額に占める負債整理資金の比率はその後邑下し， 69年には5.0%

となっている(~農林金融の実情』各年版〉。制度資金の累積による負債問題は ζ の段階では軽微

で局部酌なものにとどまったと言ってよかろう。
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りわけ施設型農業部門における投資規模と負債規模を巨額なものにし後に

「選択的に拡大された農家負債J27)との評価を生むことになる。

第 3期は，第2期において内包的に拡大された矛盾が明確な形をとって顕在

化する時期で，償還問題の激化に伴う負債整理資金需要の拡大，新規設備投資

資金需要の縮小傾向を特徴としているが，これについては第 4節巴やや詳しく

取り扱うことになる。

'"て，負債累積の経営耕地規模日IJ.地帯別特徴であるが I農家経済調査」

の結果からは①所得水準の低い地帯ほど負債残高が大きし逆に所得の高い地

帯ほど負債は小さい，②所得水準の低い地帯ほど経営耕地規模別の負債残高の

格差が大きく (規模が大きい層ほど負債残高が大きくなるという階層序列1)，

逆に所得の高い地帯ほど格差は小きい(ないしは明確な階層序列を示さない〉

という相関関係を見出すことができる。

第2表は1982年度「農家経済調査」から低所得・高負債地帯と高所得・低負

債地帯の典型をそれぞれ 3地帯，それに負債残高が他地帯と隔絶した高水準に

達している北海道を抜き出して表示したものである。低所得・高負債 3地帯の

全農家平均負債残高はいずれも200万円を超え，負債率も南九州62%，東北53%，

山陰5日%と高率なのに対L，高所得・低負債地帯の全農家平均負債残高は近畿，

南関東で約100万円，東海 E約140万円，負債率は近畿17%，南関東21%，東海

23%にすぎなし、。また低所得・高負債地帯におい亡は階層間格差がきわめて大

きく， 2 ha以上層の負債残高は市九州622万円東北418万円，山陰344万円と

いう高額に達t-， 負債率の方も南九州156%，東北自0%， 山陰66%の高率とな

っている。

負債規模の格差は，地帯間格幕と階層間格差主では異なる要因によって形成

きれてきた。まず地帯間格差に関しては， ζ こ10年ばかりの年平鈎聞定資産投

資額，農家経済余剰，土地売却収入を示した第 3表によってある程度の概況を

把握する ζ とができる。一般に最大の負債形成要因は固定資産投資と考えてよ

27) 平井隆「農家の負債問題D実態と負債整理対策。新しい方向JW農業と経済.ll1983年 6月号。
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第 2表経営耕地規模別にみた農家所得と負債残高一一1982年度一一

(単位万円〉

伍 11JJ-L[農ム1負;残高戸F4残高

iffljl:lilili 
高11農家;」負;残高1_*=得|ム高院長日;残高

iI1:17Jl i1il:;;1iil ill 
214 

149 

i 品 i残高

l2fよ1211:::2，0 h， 
2 ，0~ 5，0 311 508 

5.0~10.0 

10，0 h.以上

351 

570 

1，161 

2，190 

594 

675 

275 

246 

594 

563 

資料晶林水産省『農家経済調査報告』。

207 

154 

いが羽"この固定資産投資額自体の水準は北海道を除けば全農家平均の比較で

は地帯同格差はほとんど認められず，また 2ha以上層を比較した場合にも，

必ずしも高負債地帯で投資額が大きく低負債地帯で小さいという関係にはなっ

28) ただし畜産部門においては杭動〈回転〉資金借入が大きな要因となる。また1982年段階ではと
匂わけ大型農家において，経営費・家計費欠損補填型負債，固定化負債が無視しえない大きさに
達している点も考慮Lてお〈品嬰がある。
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正Jzrlrrl喧 82

陰lml:引 zlzlzz
農 i南九州 684 1 849 11 471 1 521 1 山| 166 

|南関 東 8~1 1，056 502 931 841 619 

家東海 725 1，107 790 1，221 303 250 

近 畿 780 946 808 1，226 470 301 

東 北 1，257 1，890 882 891 287 323 
2 

山 陰 1，236 1，678 913 732 46 100 

ha 南九州 2，445 2，363 1，014 893 429 137 
司、ー圃M 一一』圃 圃圃圃園、伊圃圃圃圃ー一一一F

U 南関東 1，197 1，694 513 日28 646 579 

上
東 海 1，809 1，990 1，153 1，418 306 342 

近 畿 1，143 1，847 1，074 1，232 182 日36

注数値は年平均値である。
資料農林水産省『農家経済調査報告』コ

ていない(ただし南九州 2ha以上層については投資額がとび抜け亡大きし

これが高負債の規定的要因となっている ζ とは明らかであるが)。従って負債

格差の原因はむしろ投資資金源の差異の方に求めなければならず，その最大の

要素として農家経済余剰の大きさを，そ Lて比重と Lてはやや小さ〈なるもの

の第 2の要素として土地売却収入の大きさをあげることができる'"'。概して高

所得・低負債地帯における経済余剰は全農家平均， 2ha以上層ともに低所得・

高負債地帯のそれを上回っており，とりわけ1977~82年平均値では大きな開き

が生じている。南関東の場合， 1972~76年の経済余剰が全農家平均でも 2 ha 

以上層でも例外的に低いが，代わりに止地売却収入が他地帯を圧する大きさと

29) 実際の投資資金軍としては減価償却引当金がかなりの割合を占めると恩われるが，投資と負債
JIj成の関連では追加投資部分がどの程度経済余剰，土地売却収入等によってまかなわれるカ効ミ問
題である。
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なっている。

こうして高所得・低負債地帯においては，固定資産投資所要資金のうち減価

償却引当金を超える残余部分の大半が経済余剰と土地売却収入(ないしはそれ

らの蓄積たる預貯金〕によって調達きれ，負債形成に結びつ〈部分が僅かであ

ったのに対1..-，資金源の乏しい低所得・高負債地帯にあっ工は所要資金白少な

〈ない部分を借入企に依存せざるをえず，これが両地帯聞の負債累積規模の格

差を生む主要な塞盤となったと見亡よい。それが農業生産手段であれ生活手段

であれ，同じだけの固定資産を形成するのに 方は多額の負債に依存し，他方

はそれから免れることができたわけである。

北海道に関しではやや特異な位置にある。北海道の場合，全員家平均で見て

も 1972~76年が 179万円， 77~82年カ'302万円と年々の固定資産投資額が巨額な

ものとなっているが，他方72~76年において相対的に高い水準にあった経済余

剰はその後大幅に縮小した(とりわけ1979年以降の縮小は急激で， 81， 82年に

はついに 7イナスを記録した〕。このため72~76年に47万円であった年々の負

債増加額は77~82年にはお万円にはね上がり，第 2表に見るとおり 1982年度末

負債残高は1，000万円を超える規模に達している。

次に負債規模の階層間格差であ

るが，これに関しては固定資産投

資額の差異自体によるところが大

きい。第 4表は『農家経済調査報

告』に土地及び建物購入額の内訳

(農業用，生活用〉が燭載されて

いる 1976年以降の都府県平均につ

いて， 0.5 ha未満層と 2ha以上

層の固定資産投資額を対比したも

のである。 1976~82年の年平均固

定資序投資額は 0.5ha 未満層の

第 4表固定資産投資額 都府県， 1976 

82年平均一一一

〈単位千円〕

|札5ha未満 I2.0ha以上

十拙 j農業照
一.~ l家計用

f農業用
建物 i

l家計圧

農機具

自動車

11 

18 

42 
151 

225 
17 

457 
230 

計 1"'612¥ 日 7

注農外事業用の土地・建物，動植物は除いた3

資料農林水産省『農家経済調査報告』。
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約自0万円に対し， 2 ha以上層は約160万円とほぼ100万円の開きがある。 この

差をもたらした最大のものは農機具で，次いで農業用土地，農業用建物の順と

なっており，生活用建物すなわち住宅に関してはやや 2ha以上層が高いもの

の開きはさほど大きくはなし、。このように上位階層の固定資産投資の高水準は

農業用のそれに起因し，これが先に見たように低所得・高負債地帯にあっては

高額の負債累積を招〈大きな要因となってし 1るのである。

農業固定資産投資の巨額化も，またそれに伴う負債の巨額化も，相応の農業

所得を実現する隈りでは上向発展の指標とみなすことができる。しかしこの間

の一方における米価の据え置き，畜産物の過剰と価絡低迷，米や牛乳の生産調

整，他方におけ'"農業資材価格の上昇等によ 4 て農業所得は{民i査を続け，農業

投資とそれに基つ〈負債の膨張は明確に農家経済の窪桔要因へと転化しつつあ

る。かつて上位階層の相対的に高い負債水準ほ相対的に高い所得水準によって

支えられていた。階層問所得格差は一貫して縮小傾向をたどってきたとはいえ，

1970年代中頃までは何とかこのように言うことができた。住宅等生活改善型の

消費的負債も上位階層において先行的に形成されてきたと推察されるが，これ

など経済力の優位性を示す指標以外の{可ものでもなかった。また負債規模その

ものも今日段階から見るなら小額で，償還も比較的容易であった。しかし今日，

低所得地帯の上位階層は同一地帯内の下位階層に対する所得上の優位を失った

うえに，巨額の負債を抱えるに至っている。生産的負債を中心とする高額負債

は今や農家経済の出迫要因に転化し，同時に生産的負債形成を促進し亡きた制

度資金による政策的優遇措置も，その否定的役割が問題とされるような局面を

迎えてしまったと言える。

(1984年6月25日脱稿，未完〕


